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調査実施の背景
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1. 調査実施の背景

▪繊維・ファッション産業は、多くの国にとって雇用創出や経済発展、技術開発をもたらす産

業であるが、現在では原料調達から生産・販売・廃棄といったサプライチェーンが様々な国
にまたがっており、同産業のサプライチェーン全体で環境汚染や労働者の権利侵害といった

問題が起きている。環境においては、同産業は石油産業に次いで温室効果ガスの排出量が多
い、生産過程で化学薬品や水の使用料が多いと言われている。雇用・労働面においては、

コットン栽培における児童労働・強制労働の使用や生産者の健康被害、縫製などの加工工場

における過酷な労働環境などの問題が多く存在している。

▪その中で2015年に採択された国連の2030開発アジェンダ「持続可能な開発目標(SDGs)」の

目標12では、「持続可能な消費と生産のパターンを確保する」ことが掲げられた。これに合

わせて、国内外の企業がSDGs達成やサステイナビリティ（持続可能性）の向上に向けた方
針やビジネス戦略を掲げて、ビジネスを通じた社会課題の解決に臨んでいる。また同産業界

では、環境や人権に配慮した認証制度の設立や企業間連携による様々な取り組みも動き始め

ている。2017年には環境や人権に関するリスクを管理し適切に対応するための「OECD衣
料・履物セクターにおける責任あるサプライチェーンのためのデュー・デリジェンス・ガイ

ダンス」も発表された。

▪ ACEは、2010年からインドのコットン生産地で児童労働をなくすプロジェクトを開始して以
来、企業との連携や消費者教育などを通じて、コットン・繊維産業の持続可能なビジネスと

消費を築くことで児童労働の課題解決を促進することを目指してきた。これをさらに加速さ
せるため、日本の繊維・ファッション企業によるサステナビリティに関わる経営方針やビジ

ネスの状況を把握し、その取り組み促進に求められているものは何かを検証するため、本ア

ンケート調査を行うこととした。



▪名称：「サステナブルな調達に関するアンケート」

▪作成：認定NPO法人ACE

▪実施協力：繊研新聞社

▪実施方法：データ送付

▪実施日程：2019年1月31日~2月中旬頃

▪回答企業数：67社（アパレルメーカー、素材メーカー、

SPA(製造小売業)、商社、百貨店、商業施設、専門店等）

▪目的：日本の繊維・ファッション企業によるCSRや
SDGs、サステナブルなコットンの調達に関する取り組み
状況を把握し、取り組みのために求められる情報・サービ

スを把握する。

調査概要
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2. 調査概要



「持続可能な消費と生産」現場レベルで取り組む

Copyright © ACE (Action against Child Exploitation) , All rights reserved. 5

3．SDGｓの方針・活動

25 

40 

2 

はい いいえ 無回答

定めて
いない

Q1-1 ＳＤＧｓに関連した経営方針・目
標・計画を定めているか

（対象：アンケート回答全67社）

Q1-2 事業や部署でＳＤＧを意識した
企業活動を行っているか

47 
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2 

はい いいえ 無回答

意識して
いない

社

（対象：アンケート回答全67社）
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Q1-3 方針や活動はＳＤＧｓのどの目標への貢献となるか（複数回答）

（対象：Q1-1,2ではいと回答した47社）

●SDGsが経営方針として統合さ

れてなくとも、現場レベルでは意
識的に取り組んでいる傾向がみら
れるが、取り組みを推進し成果を
出すためには経営への統合が求
められる。

●「目標１２.持続可能な消費と生
産」と答えた企業が一番多く39社、
「目標８．経済成長と雇用」22社、
「目標13．気候変動」20社、
「目標７．エネルギー」15社、
と続いた。

定めて
いる

37%

SDGs

意識

70%

持続可能な

消費と生産

84%

社

無
回
答



CSR方針は持続可能性に関する事項を網羅
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4．CSRに関する方針

Q2-1 CSRに関する方針を策定しているか
（対象：アンケート回答全67社）

Q2-2 CSRの方針に明示されている（明示を検討している）事項 （複

数回答） （対象：Q2-1で策定、策定検討と回答の58社）

●ＣＳＲに関する方針を策定して
いるのは43社、64.2％、
●策定を検討しているのが15社、
22.4％。
●方針を策定済み、検討中の企
業の方針への明示事項について
は、
「適切な労働慣行・労働安全衛生
の確保」49社、
「環境保全・保護への取り組み」が
48社、

「地域社会への配慮」と「人権尊
重」44社、
「腐敗防止・公正な取引の確保」
42社
とビジネスの持続可能性にと関わ
る事項が網羅されている。

●人権尊重は2011年に国連人権
理事会で承認された「ビジネスと
人権に関する指導原則」の影響
が背景にあると思われる。SDGｓ
も人権尊重がベースとなっており、
今後欠かせない要素といえる。

43 15 

5 
4 

はい 策定していないが、策定を検討している

策定しておらず、今後も予定はない 無回答

方針策定
/検討

87%
社

検討

2 

9 

40 

42 

44 

44 

48 

49 

無回答

その他

消費者の安全・情報保護

腐敗防止・校正な取引の確保

人権の尊重

地域社会への配慮・参画

環境保全・保護への取り組み

適切な労働慣行・労働安全衛生の確保

持続
可能性



4割が方針あり準拠求む、準拠を求める範囲は限定的
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5．調達先のＣＳＲ方針準拠：方針有無と準拠を求める範囲

Q3-1 調達先の工場や職場の労働・安全衛生・環境への取り組みに関する方
針を有し、準拠をもとめているか （対象：アンケート回答全67社）

Q3-2 準拠を求めている調達先の範囲 （複数回答）

（対象：Q3-1で方針を有し、準拠をもとめると回答の27社）

27 

9 

16 

10 

5 

社

方針あり
準拠求めず

方針
策定予定

策定予定
無し

方針あり
準拠求む
４０％

無回答

3 

9 

24 

24 

調達先企業に、原料調達先にも準拠させるよう求め

ている

調達先企業に、その企業の調達先（二次サプライ

ヤー・三次サプライヤー）にも準拠させるよう求めて
いる

国内の調達先に準拠を求めている

海外の調達先に準拠を求めている

2次サプライヤー以降 3割
原料調達先 1割

●全体の4割が方針を有し、その

準拠を取引先に求めており、他は
方針を有していたとしても準拠ま
では求めていない。
●方針策定予定無しと回答した
10社は百貨店や商業施設など販

売を生業とする小売業が多くを占
めるが、一方で方針があり準拠を
求めていると回答した流通小売企
業もある。
●消費者との接点が一番高い業
種であるため、持続可能な消費と
生産を一貫して実現させるために
は重要なポジションといえる。

●方針を有し準拠を求める企業
において、2次サプライヤー以降
へ準拠を求める企業は限定的で
ある。



準拠確認プロセスを有するも準拠状況不明も
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5．調達先のＣＳＲ方針準拠： 取引先の反応・準拠確認

Q3-4 準拠を求める取引先からの反応 （複数回答）

（対象：Q3-1で方針を有し、準拠をもとめると回答の27社）

19 0 

5 

3 
求めている内容通りに

準拠されている

準拠されていない

わからない

無回答
社

わからない

準拠
70％

わからない
19％

26 

1 

確認する機会がある 機会はない

機会が
ある社

96％

Q3-5 取引先に対して準拠が行われて
いるか確認する機会があるか

（対象：Q3-1で方針を有し、準拠をもとめ
ると回答の27社）

Q3-5’ 準拠確認を行う機関 （複数回答）

（対象：Q3-5’で機会あると回答の26社）

●準拠を求める取引先からの反
応について、「求めている内容通
りに準拠されている」が27社中
19社で７割にあたる。
●準拠しているかどうかについて
「確認する機会がある」が26社で
9割が確認機会を有している。
●にもかかわらず準拠されてい
ると確認できているのは７割であ
ることから、確認プロセスを有す
るも、準拠しているかどうかわか
らない状況があることがわかる。
●確認プロセス（複数回答）は
「独自に確認を行っている」が22
社、「認証機関が関与」が7社、
「専門家が関与」が3社、
「NGO/NPOが関与」が2社、
「コンサルティングが関与」が1社
であった。
●サプライチェーンの透明性が
求められる中、サプライチェーン
管理マネジメント手法が今後より
問われるようになるのではない
か。

準拠され
ている

無回答

準拠されて
いない

2 

1 

2 

3 

7 

22 

0 5 10 15 20 25

その他

コンサルティング

ＮＧＯ／ＮＰＯ

専門家

認証機関

独自に確認を行っている

独自確認
82％



CSR調達方針への準拠は業種によって温度差
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6．顧客からのCSR方針準拠

Q4-1 顧客から、工場や職場の労働・安全衛生・環境への取り組みに関する
当該顧客（納品先）の方針への準拠を求められたことがあるか

（対象：アンケート回答全67社）

Q４-2 方針への準拠を求められた顧客（納品先）と範囲 （複数回答）

（対象：Q4-1で方針を有し、準拠をもとめられたと回答の31社）

●顧客（納入先）から、工場や職場
への労働・安全衛生・環境への取
り組みに関する方針への準拠を求
められたことがあると回答したの
は31社で、素材メーカー、商社、ア
パレル・ファッショングッズのメー
カーが主。生産側では求められる
ことが多い。
●一方、商品を販売する小売業で
は、求められたことがないと回答し
た企業が多く、小売業では、基本
的に求められていない現状にある。

●顧客（納入先）から、自社の調達
先にも方針へ準拠させるように求
められたことがあると36％が回答

しており、一定の企業はサプライ
チェーン全体に目を向けて対応し
ようとしていることがわかる。

●Q3-1で方針準拠を求めている
のは27社だったが、Q4-2で方針
準拠を求められたのは31社で、求
められる状況が上回っている。

31 

15 

12 

9 

求められた
ことある

46％社

求められた
ことない

わからない

無回答

11 

14 

29 

顧客（納入先）から、自社の調達先にも準拠

させるよう求められたことがある

海外の顧客（納入先）から準拠を求められた

ことがある

国内の顧客（納入先）から準拠を求められた

ことがある

36％が二次サプ

ライヤー以降への
準拠求められる



児童労働をリスクと認識する企業は約半数
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7．事業活動におけるリスクと対応

Q5-1 調達先や顧客（納品先）を含んだ事
業活動において、発生しうる課題をして捉
えている項目 （複数回答）

（対象：アンケート回答全67社）

●繊維アパレル産業で直面
しやすいリスクとして労働者
の待遇や環境の問題が多
い。
●2013年のバングラデシュ
、ラナプラザ崩壊事故で多く
の労働者が犠牲になり、労
働者を守る制度が整備され
るようになったが、価格競争
がなくなったわけではない。

●回答企業の約半数が児
童労働をリスクとして捉えて
いる。OECDのガイドライン
（参考資料１）で児童労働は
セクターリスクになっている
ことを考えるとリスクに対す
る認識が低い。
●児童労働は主に途上国
で起きているが、第2次・3
次以降のサプライヤーで起
きた問題について責任を問
われるリスクがあるという認
識がない可能性がある。

Q5-2 調達先や顧客（納品先）を含んだ事

業活動において、「児童労働」の課題が発
覚した場合の是正に関する方針や対応手
順を定めているか （複数回答）

（対象：アンケート回答全67社）

5 

5 

2 

4 

4 

6 

13 

18 

21 

30 

30 

32 

34 

38 

43 

44 

0 10 20 30 40 50

無回答

わからない

ない

強制移住

文化破壊

紛争

熱帯雨林・生態系の破壊

天然資源の枯渇

地球温暖化

強制労働

健康被害

児童労働

水質汚染

低賃金

長時間労働

労働安全衛生

48％が

児童労働
をリスクと
認識

5 

32 

7 

7 

18 

21 

無回答

いずれも定めてい

ない

調達先や顧客を含

んだ対応手順を定

めている

自社活動に関する

対応手順を定めて

いる

調達先や顧客を含

んだ方針を定めて
いる

自社活動に関する

方針を定めている

0 10 20 30 40

方針・手順
無し
48％



OECDガイダンス 衣類・履物セクターリスクに児童労働
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児童労働に関するリスク要因が調達地域で特定され、サプライヤーがそのリスクを緩和する
十分な規制を行っていない場合、児童労働の個別事例が特定され ているか否かにかかわら
ず、企業はサプライヤーが児童労働防止策を実施する よう促すべく、その影響力を行使す
べきである。

OECD衣類・履物セクターにおける

責任あるサプライチェーンのための
デューディリジェンス・ガイダンス
（2017年2月公表） セクターリスク

経済産業省（仮訳） 2019年3月公表

参考資料１



取り組みの開示はグローバル展開企業が主
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６．事業活動におけるリスクと対応：取り組みの情報公開

Q6-1 自社の調達先に対する労働・安全衛生・環境に関する方針策定や
取り組みに関する情報を事業報告書・CSR報告書やウェブサイトなどで
公開しているか

（対象：アンケート回答全67社）

●自社の調達先に対する労働・安全
衛生・環境に関する方針や取り組み
に関する情報を、事業報告書・ＣＳＲ
報告書やウェブサイトなどで「公開し
ている」24社、
「公開していない」39社であった。

公開している企業は商社をはじめグ
ローバルに事業を展開している企業
が多かった。

●日本において取り組みに関する法
的な公開義務などはないが、ESG評
価などにおける非財務情報の開示
が求められるようになってきているた
め、今後公開する企業が増えること
が見込まれる。

24 

39 

4 

公開してい
る

社

公開してい
ない

無回答

公開してい
ない
58％

※海外の非財務情報の開示義務を課す主な関連法に
ついては参考資料2を参照
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参考資料２

海外の非財務情報の報告義務を課す主な関連法

（ＡＣＥ作成）



他社動向、調達先状況、法令を知りたい
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７．調達方針の策定や取り組みにあたって知りたい情報

●一番多かった回答は、
他社の取り組み状況や
業界動向であった。
また、そのおおもとにな
る各国の法令なども多
かった。

他は知りたい情報の分
野が多岐にわたっている。
●それぞれの企業が事
業活動において起こりう
るリスクとして認識してい
るものにつながる可能性
もある。

Q7-1 調達先に対する労働・安全衛生・環境に関する方針策定や取り組み実施にあたって
知りたい情報 （13社の回答を集約）

 他社の方針・取り組みの進捗状況
 調達先経営者の考え,運用実績など

 調達先の労働環境に関する情報
 国や地域の実例や法改正について

 取引諸国の労務関連法令、環境慣例法令など
 第三者機関がチェックする項目や詳細内容

 人権の重視、コンプライアンスの遵守、グリーン調達の推進
 労働安全衛生管理、労務管理、地球環境対応

 強制労働、児童労働、長時間労働、低賃金、労働安全衛生、健康被害、
水質汚染

 日本国内宝飾業界におけるＲＪＣ（責任ある宝飾品業のための協議
会）加盟に向けた動き

 エシカル通信簿との関係



1 

5 

9 

13 

14 

15 

17 

19 

22 

33 

37 

38 

0 10 20 30 40

無回答

いずれにも当てはまら

ない

ＮＰＯ／ＮＧＯ等への寄

付つき商品

地産地消

動物の福祉

製造～着用時の各段階

の無駄を削減（例：…

フェアトレード

地域産業の活性化

伝統的な技術の取り入

れ

再生利用・回収再利用

リサイクル繊維

オーガニック

製品の人権・環境・社会への配慮 8割の企業が関与
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８．人権・環境・社会に配慮した製品について

Q8-1 人権や環境、社会に配慮し
た製品を企画・販売しているか

（対象：アンケート回答全67社）

Q8-2 その製品はどの分野に関連する
か （複数回答）

（対象：Q8-1ではいと回答の55社）

●人権・環境・社会に配慮した
製品の企画・販売に関しては
8割の企業が何らかの取り組
みを行っており、オーガニック
とリサイクル繊維、再利用・再
回収分野が多い。

●その製品の原料は綿が最も
多い。

55 

7 

5 

社

はい

いいえ

無回答

行って
いる
82％

Q8-3 その製品の原料はどの素材か
（複数回答）

（対象：Q8-1ではいと回答の55社）

1 

2 

3 

4 

4 

4 

4 

5 

5 

6 

7 

8 

9 

9 

9 

10 

13 

25 

43 

0 10 20 30 40 50

無回答

貴金属

アクリル・アクリル系

絹

アセテート・トリアセ…

ナイロン

革

ポリウレタン

人工皮革・合成皮革

その他

レーヨン

麻

その他獣毛

羽毛（ダウン、フェザー）

キュプラ

テンセル（リヨセル）

羊毛

ポリエステル

綿（コットン）

オーガニック 69％
フェアトレード 31％ コットン 78％



5 

12 

17 

19 

20 

20 

24 

27 

29 

29 

32 

35 

42 

0 10 20 30 40 50

その他

靴

洋品

ベビー用品

雑貨・小物

寝具

かばん・袋物

タオル

子ども服

下着類

靴下

紳士服

婦人服

57 

5 
5 

社

はい

いいえ
無回答

回答企業の87％がコットン原料の製品を取り扱う
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９．コットンの取り扱い状況

Q9-1 コットンを原料とする製品を取り扱っているか

（対象：アンケート回答全67社）

Q9-2 取り扱いまたは製造に関与しているコットンを原料とする商品カテゴ

リー （複数回答） （対象：Q9-1ではいと回答の57社）

●87％の企業がコットンを原料とす

る製品を取り扱っており、コットンを
原料とする商品カテゴリーは、
婦人服が最も多く、42社。
続いて紳士服35社、
靴下32社と続き、

以下下着、子ども服、タオル、かば
ん・袋物、寝具、雑貨、小物、ベビー
用品など多くのカテゴリーに及ぶ。

取り扱い
87％



76％がサステナブル・コットンの取り組み実施/予定
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10．サステナブル・コットンの導入状況

Q10-1 サステナブル・コットンに関する取り組みを実施しているか

Q10-2 実施もしくは実施検討しているサステナブル・コットンの取り組み （複数回答）

（対象：Q9-1ではいと回答の57社）
●コットンを取り扱う57社の

うち、サステナブル・コットン
に関する取り組みについて
は「現在取り組みを実施し
ている」が38社、これに今
後実施の予定がある5社を

加えると「今後実施の予定
がある、もしくは検討をして
いる」のは76％となる。

●具体的に実施している取
り組みは、
「サステナブル・コットンを原
料とする製品を取り扱って
いる」が43社中36社、
「サステナブル・コットンに関
わる調達基準を策定してい
る」が9社、
「サステナブル・コットンに関
わる調達方針を策定してい
る」が6社

38 
5 

3 

4 

7 

社

実施
実施
予定

実施/予定
76％

検討有
予定無

実施有
予定無

実施無
予定無

（対象：Q10-1で実施、または実施予定と回答の43社）

1 

2 

2 

4 

6 

9 

36 

無回答

調達基準の策定を検討中

その他

方針の策定を検討中

サステイナブル・コットンに関する方針を策定している

サステイナブル・コットンに関わる調達基準を策定している

サステイナブル・コットンを原料とする製品を取り扱っている

0 10 20 30 40

サステナブ
ル・コットン
製品
84％

※サステナブルコットンに
ついては参考資料3参照



▪オーガニック、フェアトレード、ベター・コットン
(BCI)、オーガニック移行期コットンなど、環境や人権に

配慮された方法で生産されたコットン

サステナブルコットンとは

Copyright © ACE (Action against Child Exploitation) , All rights reserved. 18

@2019 Textile Exchange

参考資料３



自社基準のオーガニック・プログラムが存在
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10．サステナブル・コットンの導入状況：認証や制度

Q11-1 サステナブル・コットンに関し導入している国際的な認証制度や、基
準・プログラム （複数回答）

●国際的な認証をとっている企業は
限られたに大企業にとどまっており、
一つの企業が複数の認証を取得して
いるケースも。

●日本では自社基準でのオーガニッ
ク製品を独自に取り扱っていることが
多いと推測される。しかし自社基準だ
と、海外市場で求められる国際基準
に合致せず、日本における認証基準
同等の製品の普及度が見えにくい、
また消費者も基準を認識しにくいとい
う課題がある。
●一方で、取引準拠として海外の企
業から国際認証を求められる機会が
増えているという現状がある。

13 

9 

6 

2 

0 

12 12 

0

2

4

6

8

10

12

14

（対象：Q10-1で実施、または実施予定と回答の43社）

独自の取り組み
3割

海外での認知？



サステナブル・コットン広範囲で使用も、点数少
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10．サステナブル・コットンの導入状況：製品カテゴリー/使用率

●サステナブル・コットンを原料と
する製品は
婦人服が最も多く23社、
紳士服が21社、
続いて靴下、子ども服がともに14
社で

タオル、下着、ベビー用品、寝具、
洋品、かばん・袋物、雑貨・小物、
靴、その他と多岐にわたる。
●サステナブル・コットンを原料と
する製品点数が総製品点数に占
める割合は100％が2社あったが、
3割は1％未満となっている。

5 

5 

7 

8 

8 

9 

13 

13 

13 

14 

14 

21 

23 

0 5 10 15 20 25

靴

その他

雑貨・小物

かばん・袋物

洋品

寝具

ベビー用品

下着類

タオル

子ども服

靴下

紳士服

婦人服

（対象：Q10-2で取り扱っていると回答の36社）

Q11-2 サステナブル・コットンを原料とする製品カテゴリー （複数回答）

Q11-3 サステナブル・コットンを原料とする製品点数が総製品点数に占める割合
（複数回答）

2 1 0 

3 2 

7 

12 

8 

1 

0
2
4
6
8

10
12
14

（対象：Q10-2で取り扱っていると回答の36社）



導入利点は社会貢献、課題はコスト上昇
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11．サステナブル・コットン導入の利点と課題

Q12-1 サステナブル・コットンを導入して
良かった点 （複数回答）

Q12-1´ サステナブル・コットンを導入し
ての課題 （複数回答）

（対象：Q10-1で実施、または実施予定と回答の43社） （対象：Q10-1で実施、または実施予定と回答の43社）

●サステナブル・コットンの導
入の利点は、
「社会貢献」、「消費者からの
評判」、
次いで「国内・海外市場の需
要に応える能力の向上」が続
き、消費者と取引先双方にお
いて需要があることがわかる。
●一方、利益が上がったとい
う声を聞くことができなかった
が、直接サステナブル・コット
ンの導入が企業利益に貢献
していることを特定することは
困難なことであることは否め
ない。

●導入の課題としては、
「コスト上昇」が一番多く、
次が「サステナブル・コットン
に関する情報収集の不足」。
●スケールメリットを活かすな
ど取り組みが進むことでコスト
上昇が回避できる面もあるか
もしれないが、まずは具体的
な要因を捉える必要がある。

7 

3 

0 

1 

3 

5 

7 

10 

13 

20 

0 5 10 15 20 25

無回答

その他

企業利益が上がった

投資家からの評判が上

がった

業界内で評価・表彰され

た

社員の満足度やモチベー

ションが上がった

取引先との関係が良く

なった

国内／海外市場の要望

に応える能力が向上した

消費者からの評判が良い

社会に貢献していると感

じている

9 

5 

1 

2 

2 

4 

5 

6 

9 

25 

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

知見を持った人材が確保

できない

消費者の理解が得られな

い

外部機関との連携構築が

できていない

売れ行きが良くない

社内での理解・協力が得ら

れない

取引先の理解・協力を得ら

れない

サステイナブル・コットンに

関する情報収集の不足

コスト上昇



コスト上昇と情報収集不足が導入にあたっての課題
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11．サステナブル・コットン導入の利点と課題：導入にあたっての課題

●Ｑ１２で実際に導入した（また
は予定）企業が「コスト上昇」を
最も課題と感じているが、Q13

では導入の有無にかかわらず、
コットンを取り扱っている企業は
「コスト上昇」をサステナブル・コ
ットン導入において課題と捉え
ている企業が多い。

●英国下院環境監査委員会が
2019年２月に発表したアパレル

小売への調査結果報告書（参
考資料4）では、現在のビジネス
モデルが持続可能ではないた
め、ビジネスモデル変更の必要
性を指摘している。

●Textile Exchangeの調査で
はサステナブルな取り組みは利
益に貢献するという結果（参考
資料5）も出ており、変容への対

応力が企業の優位性を生み出
すのではないか。

Q13-1 サステナブル・コットンの導入にあたっての課題 （複数回答）

（対象：Q9-1ではいと回答の57社）

14 

6 

1 

3 

4 

5 

6 

7 

15 

31 

0 5 10 15 20 25 30 35

無回答

その他

外部機関との連携構築ができていない

売れ行きが良くない

知見を持った人材が確保できない

社内での理解・協力が得られない

取引先の理解・協力を得られない

消費者の理解が得られない

サステイナブル・コットンに関する情報収集の不足

コスト上昇

6割が
コスト上昇
と回答



英国下院環境監査委員会のアパレル小売調査結果
報告書(2019年2月19日)
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参考資料4

現在のビジネスモデルが持続可能ではないため、
ビジネスモデルが変わらなくてはならないと指摘

https://publications.parliament.uk/pa/cm201719/cmselect/cmenvaud/1952/1952.pdf

(出所：英国下院環境監査委員会)

https://publications.parliament.uk/pa/cm201719/cmselect/cmenvaud/1952/1952.pdf
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参考資料5

サステナビリティーへの取り組み ビジネス利益に貢献

(出所：Textile Exchange)



消費者や顧客へ直接声を聞いて需要を把握
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12．サステナブル・コットンの需要把握

●サステナブル・コット
ンの需要把握は、
「直接消費者や顧客の
声を聞く」が最も多いが
「他企業の取り組み」や
「ＳＤＧｓや法制度など
の世界動向」など他社
動向、業界動向を把握
することにも努めている
傾向がみられる。
●特に海外の顧客や、
一定の消費者からの需
要を実感するケースも
ある。

Q14-1 サステナブル・コットンの導入有無にかかわらず、消費者や顧客の需要をどのような
手段で把握しているか （複数回答）

（対象：Q9-1ではいと回答の57社）

1 

4 

4 

13 

15 

20 

22 

28 

0 5 10 15 20 25 30

わからない

その他

無回答

サステイナブル・コットンを導入した製品の売り上げ動向を見て

消費者動向調査などの結果を見て

ＳＤＧｓ等の目標や法制度など世界的動向を見て

他企業の取組を見て

直接顧客からの声を聞いて

直接顧客からの
声を聞く

5割

Q14-2 サステナブル・コットンの導入を消費者や顧客から求められていると実感した出来事

• アンケートで、消費者からサステナブルな素材を使用した製品の要望があった （メーカー）
• 店頭で、消費者がサステナブルな素材を要求する声が出ている （メーカー）
• 取引先の調達基準にサステナブル・コットンが入っている（メーカー、商社、小売）
• 引き合い、商談で、特に海外の顧客からサステナブル・コットンの指定がある（メーカー、商社）
• リピーターが多い（メーカー）
• 値段が高くとも、オーガニックベビー用品の売れ行きは堅調（小売）

(１９社の回答を集約）



国際的な枠組みへの参加は少ない
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13．サステナブル・コットンに関する枠組みへの参加

●企業間のグループと、認証に
関するグループが主で、
他に企業独自のプログラム内で
の連携がある。
●１１社が回答しており、特に国
際的なグループに参加している
企業は全体的に少ない。

Q15-1 サステナブル・コットンに関し、参加している国内外の枠組み

・Textile Exchange

・Sustainable Apparel Coalition

・Organic Content Standard （OCS）
・Global Organic Tetile Standards (GOTS)

・Better Cotton Initiative(BCI)

・Cotton USA

・WWF World Wide Fund for Nature（世界
自然保護基金）
・Fair Trade Label Japan

・Japan Organic Cotton Association (JOCA)

・PEACE BY PEACE COTTON PROJECT

（企業独自のプログラムの中で企業連携）

（回答11社）



調達関連、業界・他社、消費者の情報を知りたい
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14．サステナブル・コットンの調達において知りたい情報

●回答は「サステナブ
ル・コットンや認証の種
類の違い、調達における
条件」、
「他社や業界の動向」、
「消費者の関心」、
という分野に分かれる。

●Q1５、Ｑ１６の回答か
らは、自社内だけでは得
られない情報について
の情報の共有や収集の
場の必要性がみられる。

Q16-1 サステナブル・コットンに取り組むにあたって知りたい情報

・具体的な調達先
・調達するにあたっての諸条件(期間、ロット、コスト、FOB…etc)
・リアルタイムでの調達可能数量
・認証の種類、方法
・種類と各々の違い。
・エコ、エシカルキーワードの素材情報
・コットンペーパーなど宝飾業態でも取り入れることができるかどうか？
・他社動向、業界動向。
・各社、グループ団体の取り組み（SAC、ZDHC、AFIRM）
・他社動向、 取り組むにあたっての信憑性
・Textile Exchange、PBP Cotton
・Textile Exchange、Sustainable Apparel Coalition,
・消費者の声
・国内での消費者の関心や購入選択する人の割合を知りたい。海外比較、
年代・性別比較。

（回答14社）



6割がサステナブル・コットンの調達に前向き
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15．サステナブル・コットンの調達に関する意向

Q17-1 今後、サステナブル・コットンの調達を導入、継続、推進した
いか （対象：アンケート回答全67社）

●取り組みを進める動機としては、世界的な
動向を意識し企業価値向上のためとする企
業、顧客から求められているためとする企業
があるが、これらはグローバルな取引を行っ
ている企業やグローバルな動向に関し情報
収集を行っている企業が多い。

●一方、顧客から求められていないため取り
組み予定がない企業や、顧客から求められ
れば検討する企業は、今後の顧客の変化が
キーとなる

40 
9 

18 

社
いいえ

無回答

 世界的な流れに加え、日本国内での意識の高まりがみられるため方針としている
 ＳＤＧｓの取り組みの一つとして必要

 企業価値向上のためには必要な取り組みと考える
 企業の責任と考える

 社会貢献のために
 サステナブル・コットンを使用することで更なる訴求ができる

 顧客から求められている
 取引先の意向と顧客の意向を重視して推進を検討する

 取り扱えるアイテムが増えれば検討する
 顧客からの要望がない限り優先度は低い

 現在の客先からは求められていないため取り組む予定はない

Q17-1´ その理由 （23社の回答を集約）

はい はい
60％



まとめ
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16．まとめ

• 回答企業によるサステナビリティ意識が高い
• グローバル・サプライチェーンにおける要請が進む
• 取り組みには経営判断を要する
• 業界内の連携強化、情報把握が促進のカギ

◆ 繊維・アパレル産業はグローバル化による国際分業化により、日本の国内生産が減少する一方で輸入が
増加、原料加工から販売に至るまでの工程に複数の業種が絡み、グローバルにサプライチェーンが展開
しているために様々な影響力があり、そこには多くのリスクを孕む。SDGsが採択され、世界の共通目標で
ある「持続可能な生産と消費」への意識が高まり、グローバルに事業を展開している企業から取り組みが
進められている。先駆的な取り組みから学びあえることはあるのではないか。

◆ サステナビリティへの取り組みは、一見コストが上がるかもしれないが、長期的・包括的にみると、地球とと
もに企業が生き延びるためには不可欠である。現に教育の場においても、消費者教育推進法が2012年
に成立し消費者教育が推進、また、持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）が進められ、次世代の子ども・
若者はエシカル消費・ビジネスに関心を持っている。

◆ ESG（環境、社会、ガバナンス）投資の高まりや、サステナブルな素材が取引条件として求められる海外
市場での動向を考えると、企業価値向上のためには経営判断としてサステナブルなビジネスモデルへ投
資、変革していくことは重要となるのではないか。本調査を通じて、そのような変革を進めるには、企業単
独ではなく、業界内で連携し合ったり、共通の課題解決に取り組むこと、必要な情報を入手できる場・機会
が求められていることが回答から示された。


